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１ 目指すべき方向 

高齢化の進展に伴う軽症、中等症患者の救急搬送の増加に対応するための救急医療体制の整備を図

るとともに、個々の救急医療機関の役割分担の明確化と相互連携の強化を推進することにより、病院

前救護活動から社会復帰までの医療が継続して提供される体制を構築します。 

 

（１）適切な病院前救護活動が可能な体制 

本人や周囲の者による速やかな救急要請から、救急救命士等による適切な救命処置と搬送、医療

機関の受入れに至るまで、適切な病院前救護活動が可能な体制を整備します。 

 

（２）重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制 

高齢化の進展に伴う軽症、中等症患者の救急搬送の増加に対応するため、医療資源の効率的な配

置を考慮し、初期・二次救急医療体制の強化を図るとともに、初期・二次・三次救急医療機関の役

割分担を明確化し、患者の状態に応じた適切な救急医療が提供される体制の構築に取り組みます。 

 

（３）救急医療機関からの転院、救急医療機関内における一般病棟への転床を円滑に実施できる体制  

救命期を脱した後、重度の合併症や後遺症のある患者が救急医療施設から適切な医療機関に転院

できる体制や、救急医療機関内の一般病棟への転床が円滑に行なえる体制を整備します。 

  

目指すべき方向と医療連携体制 

救急医療 
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２ 救急医療体制 

消防機関、初期救急医療機関、二次救急医療機関、三次救急医療機関、救命期後医療機関等の役割

分担と連携体制は次に示す図のとおりです。 

軽症の患者については初期救急医療、中等症・重症患者については、消防機関による二次・三次医療機

関への搬送体制を構築するとともに、救命期後は、救急医療機関からの転院、救急医療機関内の一般病棟

への転床が円滑に行なえる体制の構築を目指します。 
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災害・救急医療情報システム 

 休日・夜間当番医の検索 

市町村広報誌等 

 

日常的な疾患 

 

 

 

 

 

 
 
搬
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搬

送  

 

 

 

 24時間体制で重症及び複数の診療科領域にわたる重篤な救急患者に対応する。 

 救急患者を受け入れる「最後の砦」 

 ・ 高度救命救急センター １か所 

 ・ 救命救急センター   ６か所 

三次救急医療機関 
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送 

救急疾患 

救
命
後
医
療
機
関
等 

転院  

 
移

行 

 

転

院 

 

消 防 

・医師、救急救命士等による救命処置 

転床 

転床 

転院 

家族、一般県民 

  ・適正な搬送要請（119番） 

・心肺蘇生法の実施、AEDの使用 

災害・救急医療情報システム 
診療応需情報の入力（救急機関等） 

  〃   閲覧（消防機関） 

初期救急医療機関 

主として自ら来院する軽度の救急患者

への夜間・休日における診療を行う。 

・休日夜間急患センター 15か所 

・休日夜間受入医療機関 ５か所 

・在宅当番医制     17医師会 

 

救急車により直接搬送されてくる、又は初期救急医療機関から転

送されてくる救急患者への初期診療と応急措置を行い、必要に応

じて入院治療を行う。 

・病院群輪番制病院  53病院 

二次救急医療機関 

日 常 生 活 
（在宅療養） 

 急病、事故 

日 常 生 活 

平成 28年 10月１日現在 
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３ 二次医療圏相互の連携体制 

  いずれの医療圏においても、概ね円滑な傷病者の搬送及び受入れが実施されています。 

  圏域外への流出割合が高い医療圏（上小・木曽・大北医療圏）についても各々の体制強化が図られ

てきていることから、原則として二次医療圏内で対応することとし、必要に応じて他の医療圏と連携

することとします。 

【表 12】患者の流出入の状況（2013 年度診療分、国保・後期高齢レセプトによる分析のうち２次救急） 

二次医療圏 

患者の流出入の状況 二次救急 

医療機関数 

（Ｈ27） 

三次救急医療機関 

（救命救急センター） 圏域内 
流出先（割合） 

※10％未満除く 

佐 久 97.6％  ４ 
佐久総合病院佐久医療センター（佐久市） 

上 小 76.2％ 佐久（19.2％） 11 

諏 訪 98.2％  ６ 諏訪赤十字病院（諏訪市） 

上伊那 85.2％  ３ 伊那中央病院（伊那市） 

飯 伊 99.2％  ８ 飯田市立病院（飯田市） 

木 曽 80.1％ 岐阜県（11.9％） １ 
信州大学医学部附属病院（松本市） 

相澤病院（松本市） 
松 本 96.3％  ９ 

大 北 81.0％ 松本（17.8％） ２ 

長 野 97.4％  ７ 
長野赤十字病院（長野市） 

北 信 91.6％  ２ 

（長野県地域医療構想） 
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１ 目指すべき方向 

各地域において、地域防災計画と整合性を図りつつ、災害拠点病院を中心とした災害医療提供体制

を構築するとともに、地域間や関係機関間の相互連携を推進することにより、災害時においても必要

な医療が確保される体制を構築します。 

 

（１）災害急性期(発災後48時間以内)において必要な医療が確保される体制 

被災者を一刻も早く、１人でも多く救うため、ＤＭＡＴ等を直ちに派遣できる体制づくりや、被

災地の医療確保や医療支援が速やかに実施できる体制を整備します。 

 

（２）急性期を脱した後も住民の健康が確保される体制 

救護所、避難所等において、感染症のまん延防止、メンタルヘルスケア、口腔ケア等、長期間の

避難生活を送る被災者の健康管理を適切に行うことができる体制を整備します。 

  

災害時における医療 

資料 3-2 

平成 29年８月１日 

第３回救急・災害医療ＷＧ会議資料（抜粋） 

目指すべき方向と医療連携体制 
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２ 災害医療提供体制 

災害拠点病院やＤＭＡＴ指定病院など、災害時に中心的な役割を果たす医療機関と各種団体や被災地内

の一般の医療機関等の災害時の連携体制は次に示す図のとおりです。 

県内で災害が発生した場合は、災害拠点病院・ＤＭＡＴ指定病院が、県内被災地の救急医療機関や一般の

医療機関から患者搬送を受ける一方で、被災医療機関へのＤＭＡＴ派遣などにより診療体制を確保するととも

に、各種団体の協力により医薬品や医療機器の確保を図るなど、医療提供体制の構築を目指します。 

また、県外で甚大な人的被害が発生するような災害が発生した場合は、国や他都道府県の要請に基づき、

被災した地域への医療支援が速やかに実施できる体制の構築を目指します。 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

応急用資器材貸出 

 
被災地（県内） 

 
 

・近隣医療機関からの転送を

含む傷病者の受入れと治療 

・災害拠点病院との連絡調整

及び情報収集、提供 

救急医療機関  

・医療機関から派遣された医

療従事者による感染症等の

まん延防止、衛生面のケア、

メンタルヘルスケアなどを

適切に実施 

救護所・避難所等 
 

災害により負傷した傷病者

の受入れと治療 

一般医療機関 

受入れが困難な場合は近隣

医療機関への搬送を手配 

重症患者搬送 重症患者搬送 

県外医療機関 

広域搬送拠点 ＤＭＡＴ等派遣 

被災地（県外） 

・必要な医療支援等 

重症患者搬送 

広域搬送拠点 

長野県医薬品卸協同組合 

長野県医療機器販売業協会 

日本産業・医療ガス協会 

医薬品・医療資器材の供給 

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協

会、県助産師会、日本赤十字社長野県支部 等 

医療救護班・医療従事者の派遣 

 

○災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度診療機能 

○被災地からの重症傷病者の受入れ機能、広域搬送への対応機能 

○自己完結型の医療救護チームの派遣・受入れ機能 

 （ＤＭＡＴ又は医療救護班） 

○地域の医療機関への応急用資器材の貸出機能 

基幹災害拠点病院 

災害拠点病院 ＤＭＡＴ指定病院 
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３ 二次医療圏相互の連携体制 

災害時における医療については、二次医療圏ごとに災害拠点病院等が指定され、医療提供体制が整

備されているところであり、原則として二次医療圏内で対応することとし、災害の規模等によっては、

他の二次医療圏と連携することとします。 

 

【表13】災害関連指定状況 

二次 

医療圏 

災害医療に係る拠点病院の指定状況 

病院名 災害拠点病院 ＤＭＡＴ指定病院 救急医療機関指定 

佐 久 佐久総合病院佐久医療センター ○ ○ 救命救急センター 

上 小 信州上田医療センター ○ ○ 二次救急医療機関 

諏 訪 諏訪赤十字病院 ○ ○ 救命救急センター 

上伊那 伊那中央病院 ○ ○ 救命救急センター 

飯 伊 飯田市立病院 ○ ○ 救命救急センター 

木 曽 長野県立木曽病院 ○ ○ 二次救急医療機関 

松 本 
信州大学医学部附属病院 ○ ○ 高度救命救急センター 

相澤病院  ○ 救命救急センター 

大 北 市立大町総合病院 ○ ○ 二次救急医療機関 

長 野 長野赤十字病院 ○ ○ 救命救急センター 

北 信 北信総合病院 ○ ○ 二次救急医療機関 

            （医療推進課調べ） 
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え 

 

 

 

 

                  

 

１ 目指すべき方向 

（１）妊産婦の状態に応じた周産期医療提供体制 

妊産婦の状態に応じて安全な医療を提供するために、周産期医療体制の維持に努めます。 

（２）新生児の状態に応じた周産期医療提供体制 

新生児の状態に応じて必要な医療を提供するために、周産期医療体制の維持に努めます。 

（３）地域の周産期医療が確保される体制 

産科・産婦人科を標榜する医療施設の減少や産科医の絶対数の不足等の課題に対して、「長野県

周産期医療システム」の維持や産科医の確保及び院内助産の推進を図ります。 

（４）充実した妊産婦の健康管理体制 

充実した妊産婦の健康管理体制の維持に努めます。 

（５）充実した新生児の健康管理体制 

充実した新生児の健康管理体制の維持に努めます。 

（６）災害時を見据えた周産期医療体制 

災害時においては、特に医療のサポートが必要となる妊産婦・新生児等に対する災害医療体制

の構築を図ります。 

  

周産期医療 

資料 3-3 

目指すべき方向と医療連携体制 

平成 29年８月 10日 

第３回小児・周産期医療ＷＧ会議資料（抜粋） 
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２ 周産期の医療連携体制 

周産期の医療連携体制のイメージ図は以下のとおりです。 

【図８】長野県周産期医療体制のイメージ      【表８】長野県周産期医療体制の状況

 
注１）平成 12 年９月から「長野県周産期医療協議会」による

「「長野県周産期医療システム」の運用が開始された。 

注２）平成 18 年 10 月に設置された「長野県産科・小児科医

療対策検討会」において、県内の産科・小児科医療のあり方

について協議が行われ、平成 19 年３月に取りまとめられた

「長野県の産科・小児科医療のあり方に関する提言書」にお

いて、医療資源の集約化・重点化の方向が示された。 

注３）平成 22 年１月 26 日付けの厚生労働省の通知を受け、県の総合周産期母子医療センターを始めとする周産期医療体制の整備が進

み、平成 25 年度「第６次医療計画」にはその内容が反映された。 

注４）平成27年8月に「周産期医療体制のあり方に関する検討会」が設置され、周産期医療体制に係る様々な課題の整理及び検討がなさ

れ、平成28年12月に「周産期医療体制のあり方に関する検討会 意見の取りまとめ」が報告された。こうした経過を経て、「長野県周産

期医療体制」が構築されている。 

総合周産期
母子医療センター

（全県） 県立こども

（全県） 信大附属

（佐久）
（上小）
（諏訪）
（上伊那）
（飯伊）
（木曽）
（松本）
（大北）
（長野）

（北信）

佐久医療センター
信州上田
諏訪赤十字
伊那中央
飯田市立
ーーー
信大附属
ーーー
長野赤十字
篠ノ井総合
北信総合

地域周産期
連携病院　（仮）

（佐久）

（上小）
（諏訪）

（上伊那）
（飯伊）
（木曽）
（松本）

（大北）
（長野）
（北信）

小諸厚生
国保浅間
ーーー
岡谷市民
諏訪中央
ーーー
ーーー
県立木曽
相澤
松本市立
丸の内
市立大町
県立信州医療センター
飯山赤十字

一般周産期
医療機関

その他病院
診療所
助産所

地域周産期
母子医療センター

    

 

総合周産期母子医療センター 

 

・常時の母体及び新生児搬送受入体制を有する 

・外科的治療を含む高度の新生児医療を提供 

・リスクの高い妊娠への高度の医療を提供 

・MFICU・NICU を含む産科新生児病棟の設置 

県立こども病院（全県） 

 

地域周産期母子医療センター 

 

・24 時間体制での周産期救急医療に対応 

・リスクの高い妊娠への高度の産科医療を提供 

・複数診療科が関係する周産期医療を提供 

信州大学医学部附属病院（全県） 

 

・24 時間体制での周産期救急医療に対応 

・周産期に係る比較的高度な医療を提供 

９病院（地域） 

 

正常分娩 

 

・総合周産期母子医療センター及び地域周産期

母子医療センター等と連携して一般診療を提

供し、地域の周産期医療体制を構築 

・常勤の産科医・小児科医が診療を提供 

地域周産期連携病院（11 病院） 

 

・正常分娩に対応 

・妊婦健診等を含めた分娩前後の診療を提供 

一般周産期医療機関 
（6 病院・20 診療所・16 助産所） 
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１ 目指すべき方向 

（１）充実した相談体制 

適切な受診行動を促すための医療相談や患者の家族に対する相談サポート体制を整備します。 

（２）患者の状態に応じた小児医療提供体制 

患者の状態に応じて必要な医療を提供できるように、小児救急医療体制及び小児専門医療体制の

維持に努めます。 

（３）地域の小児医療が確保される体制 

小児医療に係る医師の確保が困難な地域についても、小児医療体制の連携を図ります。 

（４）継続的な療養・療育支援体制 

医療的ケア児等や小児慢性特定疾病等の患者が生活の場で療養・療育できるよう、医療、介護及

び福祉サービスならびに教育が相互に連携し、継続的な支援を実施します 

（５）災害時を見据えた小児医療体制 

災害時を見据えて、医療的ケア児等に対する災害医療体制の構築を図ります。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 小児医療 

目指すべき方向と医療連携体制 

資料 3-4 

平成 29年８月 10日 

第３回小児・周産期医療ＷＧ会議資料（抜粋） 
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２ 小児医療体制 

小児医療体制に関するイメージ図は以下のとおりです。 

【図２】小児医療体制のイメージ（長野県） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

注１）平成 17 年 12 月 22 日付けの厚   

生労働省の通知を受け、平成 18 年 10

月に「長野県産科・小児科医療対策検討

会」が設置され、県内の産科・小児科医

療のあり方について、平成 19 年３月に

「長野県の産科・小児科医療のあり方

に関する提言書」がとりまとめられ、医

療資源の集約化・重点化の方向が示さ

れた。 
注２）「地域小児連携病院（仮）」は地

域の小児地域医療センターと連携して

一般診療を行うとともに、地域の小児

科医療体制の構築に当たるもので、「小

児地域医療センター」は各地域におい

て小児科医療の中心的な役割を果たす

病院として、24 時間体制で入院が必要

な二次医療と救急搬送等に対応するも

の。また、「小児中核病院」は、小児地

域医療センターとしての機能に加えて、

三次救急医療、高度医療、先進的医療及

び臨床研修を担う施設である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
小児救急 小児医療 

 

小児救命救急 小児中核病院 

 

小児地域医療センター 
入院小児救急医療 

地域小児連携病院 

 
 

・休日夜間急病センター等 

・在宅当番医制 

・小児救急電話相談事業 

初期小児救急 

療
育
・
療
養
等 

・
医
療
・
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

・
介
護
及
び
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

・
教
育 

等 

成
人
期
医
療
へ
の
移
行 

 

 

・病院（26 施設） 

・診療所（345 施設） 

一般小児医療機関 

（２施設） 

（45 施設） 

【表 10】 小児医療体制の状況

 

小児救急医療 小児医療 圏域 医療機関

小児救命救急
（三次救急）

小児中核病院 （全県）
県立こども
信大附属

小児
地域医療センター

（佐久）
（上小）
（諏訪）
（上伊那）
（飯伊）
（木曽）
（松本）
（大北）
（長野）
（北信）

佐久医療センター
信州上田
諏訪赤十字
伊那中央
飯田市立
ーーー
中信松本
ーーー
長野赤十字・篠ノ井総合
北信総合

地域小児
連携病院（仮）

（佐久）
（上小）
（諏訪）
（上伊那）
（飯伊）
（木曽）
（松本）

（大北）
（長野）

（北信）

小諸厚生・国保浅間・町立千曲・国保軽井沢
東御市民・国保依田窪
岡谷市民・諏訪中央・信濃医療・富士見高原
昭和伊南・町立辰野
健和会・下伊那赤十字・県立阿南
県立木曽
相澤・城西・松本協立・松本市立・塩尻協立・
中村・安曇野赤十字
市立大町・あづみ
新町・松代総合・長野市民・長野中央・東長野・
県立信州医療センター・稲荷山・新生
飯山赤十字

初期小児救急
（一次救急）

一般小児
医療機関

その他病院
診療所
センター方式による初期救急医療

入院小児救急
（二次救急）
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ええ 

 

 

 

 
 

 

１ 目指すべき方向 
（１）へき地における医療従事者の確保 

へき地における医療の確保を図るため、へき地医療に従事する医療従事者の育成や派遣体制を構築

します。 

 

（２）へき地医療を提供する医療機関（歯科含む）への支援 

継続的なへき地医療の提供体制を確保するため、へき地医療を行う医療機関を支援します。 

 

（３）へき地に居住する住民への支援 

へき地でも地域の中で必要な保健指導や医療が受けられるよう、住民を支援します。 

 

  

医 師 へき地医療 

目指すべき方向と医療連携体制 

資料 3-5 

平成 29年８月９日 

第３回医療従事者確保・へき地医療 

・在宅医療ＷＧ会議資料（抜粋） 
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２ へき地における医療連携体制 

   長野県、市町村、へき地医療拠点病院、へき地を支援する医療機関、へき地診療所の役割分担と

連携体制は次に示す図のとおりです。 

   へき地診療所がへき地への診療の主体となり、へき地医療拠点病院はへき地への巡回診療やへき

地診療所への医師派遣等の支援を行います。市町村は、へき地への保健指導や通院の支援を行い、

県は医療体制の確保のため、へき地診療所、へき地医療拠点病院の運営、施設・設備整備及び医師

の配置の支援に取り組んでいきます。 

 

【へき地における医療連携体制のイメージ】    
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１ 目指すべき方向 

医師、歯科医師、薬剤師、訪問看護師、介護支援専門員（ケアマネジャー）、歯科衛生士、理学療

法士、管理栄養士、医療ソーシャルワーカー等が、多職種の専門性を尊重したチーム医療を展開し、

必要な医療・介護・生活支援等の各サービスが切れ目なく提供されることにより、「治し、支える医

療」を推進し、患者が可能な限り住み慣れた生活の場（自宅や老人ホーム）において、安心して自分

らしい生活を実現できる社会を目指します。 

（１）円滑な在宅療養移行に向けた退院支援が可能な体制 

入院医療機関と在宅医療に係る関係機関との間で情報共有などの連携を図り、両者の協働による

退院支援の実施及び切れ目のない継続的な医療体制の確保を目指します。 

（２）日常の療養支援が可能な体制 

在宅療養支援診療所など在宅医療を担う医療機関等の体制整備や人材育成、在宅医療に関わる多

職種がチームとして在宅療養患者及びその家族を継続的かつ包括的に支援する体制の確保を目指

します。 

（３）急変時の対応が可能な体制 

安心して在宅療養が送れるよう、患者の病状急変時に、在宅医療を担う関係機関が 24 時間サポ

ートを行う体制の確立、在宅療養支援病院や有床診療所、在宅療養後方支援病院、二次救急医療機

関など入院機能を有する医療機関が患者を円滑に受入れることができる体制の確保を目指します。 

（４）人生の最終段階における患者の意向を尊重した看取りが可能な体制 

住み慣れた生活の場（自宅や老人ホーム）など、患者が望む場所で看取りを行うことができるよ

う、患者や家族に対して看取りに関する適切な情報提供を行うとともに、ターミナルケアを含む看

取りを 24 時間体制で実施する医療機関や訪問看護ステーションの充実等、体制の構築を目指しま

す。 

２ 在宅医療の提供体制 

目指すべき在宅医療の提供体制は、次に示す図のとおりです。 

可能な限り、住み慣れた生活の場（自宅や老人ホーム）で療養生活が送れるよう、入院患者への退

院支援から退院後の日常療養支援、在宅療養患者の症状が急変した時の対応、患者の意向を尊重

した看取りまで、医療機関、訪問看護ステーション、地域包括支援センター等、医療従事者と介

護従事者が連携して、患者や家族を支援していく体制を目指します。 

  

目指すべき方向と医療連携体制 

在宅医療 

資料 3-6    

平成 29年８月９日 

第３回医療従事者確保・へき地医療 

・在宅医療ＷＧ会議資料（抜粋） 
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在宅医療の提供体制 

 

  

    

○入院医療機関と在宅に係る関係機関の円滑な連携による退院支
援の実施

【入院医療機関】
・病院 ・有床診療所

【在宅医療の受け皿となる関係機関】
・病院 ・診療所 ・薬局 ・訪問看護ステーション
・居宅介護支援事業所 ・地域包括支援センター
・基幹相談支援センター ・相談支援事業所

退院支援

○多職種協働による患者・家族の生活の視点に立った医療の提供
○地域における在宅医療に対する姿勢や原則の共有
○患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む。）の提供
○介護する家族の支援
○病状急変時に在宅医療を担う関係機関が24時間サポートを行う体制の確立

【在宅医療に係る機関】

・病院 ・診療所 ・薬局 ・訪問看護ステーション ・居宅介護支援事業所
・地域包括支援センター ・介護老人保健施設 ・短期入所サービス提供施設
・基幹相談支援センター ・相談支援事業所

日常の療養支援

○住み慣れた生活の場における患者の意向を尊重した看取りの実施

【在宅医療に係る機関】
・病院 ・診療所 ・薬局 ・訪問看護ステーション ・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター ・基幹相談支援センター ・相談支援事業所

【入院医療機関】
・病院 ・有床診療所

在宅看取り

○在宅療養中の患者の後方ベッドの確保
○在宅医療に係る機関と入院機能を有する医療

機関との円滑な連携による診療体制の確保

【在宅医療に係る機関】
・病院 ・診療所 ・薬局 ・訪問看護ステーション

【入院医療機関】
・在宅療養支援病院 ・有床診療所
・在宅療養後方支援病院 ・二次救急医療機関

連携

急変時の対応

連携

連携

連携

自宅、老人ホーム、介護施設 等

病 院

入院が必要な場合

退院する場合

※病院・診療所には、歯科を標榜するものを含む。 
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３ 在宅医療における圏域の連携体制 

  医療資源の整備状況や医療と介護との連携のあり方は、地域によって大きく異なります。地域の実

情に応じた切れ目のない在宅医療・介護提供体制の構築が図られるよう、原則として市町村の区域を

在宅医療の単位とし、地域の医療及び介護資源等の実情に応じて、隣接する圏域相互に連携すること

が必要です。 
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１ 目指すべき方向 

（１） がんの医療体制の充実 

○ がんの医療に求められている主な医療機能と役割分担は、次に示す図のとおりです。 

  それぞれの役割を担う医療機関が相互に連携して、標準的ながん診療、専門的ながん診 

 療及び在宅等での療養支援を行う体制を構築し、切れ目のないがん治療や緩和ケアを提供 

 します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）医療の質の向上と集学的治療の実施 

様々ながんの病態に応じ、医療の質の向上に努めるとともに、手術療法、放射線療法及び化学 

   療法等を組み合わせた集学的治療が実施可能な体制の整備を目指します。 

（３）緩和ケアの推進 

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供し、診断、治 

療、在宅医療など様々な場面における切れ目ない緩和ケアの提供を目指します。 

がん対策 

目指すべき方向と医療連携体制 

資料 3-7    

医

療

機

能

がん治療 緩和ケア

がんの医療体制

○ がん発症リスク
低減

○ 検診受診率の
向上

予 防

○手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療の実施
○ 初期段階からの緩和ケア、緩和ケアチームによる専門的な緩和ケア
○ 身体症状、精神心理的問題の対応を含めた全人的な緩和ケア 等

※ さらに、がん診療連携拠点病院としては
院内がん登録、相談支援体制、地域連携支援 等

○○病院（がん診療連携拠点病院）

専門的ながん診療

○生活の場での療養の支援

○ 緩和ケアの実施 等

在宅療養支援

△△クリニック

○精密検査や確定診断等の実施
○診療ガイドラインに準じた診療
○ 初期段階からの緩和ケア

標準的ながん診療

□□病院、◆◆診療所

紹介・転院・退院時の連携

○専門治療後のフォローアップ
○ 疼痛等身体症状の緩和、精神心理的問題
の対応 等

時間の流れ

発見

経過観察・合併症併発・再発時の連携

在宅等での生活

在宅療養支援

県・地域がん診療連携拠点病院 

標準的ながん診療を行う病院、診療所 在宅療養支援診療所 

平成 29年８月 28日 

第３回がん・生活習慣病対策・歯科・医薬ＷＧ会議資料（抜粋） 
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（４）チーム医療の推進 

各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療の 

推進を目指します。 

（５）セカンドオピニオンの推進 

患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある医師に意見を 

求めることができるセカンドオピニオンを受けられる体制の整備を目指します。 

（６）地域の医療・介護サービス提供体制の構築 

患者が住み慣れた家庭や地域で、がん医療や療養生活を選択できるよう、がん医療の整備 

と介護サービス提供体制の構築を目指します。 

（７）がんリハビリテーションの推進 

患者の生活の質の維持向上を目的として、運動機能の改善や生活機能の低下予防に資する 

よう、がんリハビリテーションが受けられる体制の整備を目指します。 

（８）小児がん、AYA世代のがん対策の推進 

    小児がんやAYA世代のがん患者が、地域において適切に治療が受けられるよう医療機関等との 

   役割分担と連携を進めるとともに、治療後の日常生活や就学・就労に対する、長期的な支援を目 

   指します。 

（９）希少がん・難治性がん医療の集約化 

    症例の少なさ、治療の難しさのある希少がん・難治性がんについては、県レベルを超えた、 

   全国的な情報・診療体制等の集約化を目指します。 

（10）がん登録の推進 

    がん登録の精度を向上させるため予後調査や生存確認調査を実施し、登録精度の向上に努め 

   ます。また、集積された登録情報を統計解析や研究のために提供を行い、データの活用を目指し 

   ます。 

 

 

２ 二次医療圏相互の連携体制 

○ 患者の受療動向によると、がん診療連携拠点病院等のない医療圏においては、隣接する医療 

圏への流出が認められており、平成 29年（2017 年）４月現在、がん診療連携拠点病院等が未整 

備の大北医療圏は松本医療圏と連携することによりがん医療の地域差を補います。 

○ 高度、専門的ながん診療については、医療圏を超えた連携体制の整備を目指します。 
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１ 目指すべき方向 

（１）発症後、速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制 

○ 発症後２時間以内に、専門的な診療が可能な医療機関への救急搬送を行うことが可能な体制を

目指します。 

○ 医療機関到着後１時間以内にrt-PA静注療法などの専門的治療の開始が可能な医療体制を目指

します。 

○ 急性期の診断及び治療について、24 時間体制での実施を行うため、地域における複数の医療

機関が連携する体制の構築を目指します。 

 

（２）病期に応じたリハビリテーションが可能な体制 

   ○ 急性期から維持期までの病期に応じて、適切なリハビリテーションの実施が可能な医療体制 

       を目指します。 

 

（３）在宅療養が可能な体制 

  ○ 患者が生活の場で療養できるよう、自立生活又は在宅療養を支援するため、医療及び介護サー 

ビスが相互に連携可能な体制を目指します。 

 

  

脳卒中対策 

資料 3-8   

目指すべき方向と医療連携体制 

平成 29年８月 28日 

第３回がん・生活習慣病対策・歯科・医薬ＷＧ会議資料（抜粋） 
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２ 脳卒中の医療体制 

  ○ 脳卒中の医療体制は、次に示す図のとおりです。 

急性期、回復期、維持期の経過に応じてそれぞれの医療機能が医療機関等に求められるとともに 

これらの医療機能を担う医療機関等相互の連携の推進により、地域において切れ目のない脳卒中 

の医療の提供を図ります。  

  脳卒中医療連携体制のイメージ 

 
３ 二次医療圏相互の連携体制 

（１）医療資源、患者の受療動向 

○ 医師、ＳＣＵ（脳卒中集中治療室）等脳卒中急性期に必要な医療資源について、地域差が存在

しています。 

○ 木曽医療圏にあっては、松本医療圏及び岐阜県の医療機関における受療、大北医療圏にあって

は、松本医療圏の医療機関における受療、北信医療圏にあっては、長野医療圏の医療機関におけ

る受療が多い状況です。 

○ 脳血管疾患等リハビリテーション及び回復期・再発予防期の医療資源については、木曽医療圏

と大北医療圏、北信医療圏でほかの医療圏との間で地域差があります。 

 

（２）連携体制 

○ ほかの医療圏との間で地域差がある木曽医療圏及び大北医療圏にあっては松本医療圏等と、 

 北信医療圏にあっては長野医療圏と連携した医療提供体制を推進します。 

○ 各医療圏内で、複数の医療機関の連携体制の構築を目指します。 
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１ 目指すべき方向 

（１）発症後、速やかな救命処置と搬送及び専門的な診療が可能な体制 

○ 周囲の者による速やかな救急要請及び心肺蘇生法の実施が可能な体制を目指します。 

○ 専門的な診療が可能な医療機関への迅速な搬送が可能な体制を整備します。 

  ○ 医療機関到着後 30 分以内の専門的な治療の開始が可能な医療体制を目指します。 
 

（２）合併症予防や在宅復帰を目的とした心臓リハビリテーションが可能な体制 

  ○ 合併症や再発の予防、在宅復帰のための心臓リハビリテーションの実施が可能な体制を目指し 

ます。 

○ 運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運動療法のみならず包括的ある 

いは多要素リハビリテーションが実施可能な体制を目指します。 
 

（３）在宅療養が可能な体制 

○ 合併症や再発を予防するための治療、基礎疾患や危険因子の管理の実施が可能な体制を目指し 

ます。 

○ 再発予防のための定期的専門的検査の実施が可能な体制を目指します。 

 

  

心筋梗塞等の心血管疾患対策 

資料 3-9   

平成 29年８月 28日 

第３回がん・生活習慣病対策・ 

歯科・医薬ＷＧ会議資料（抜粋） 

目指すべき方向と医療連携体制 
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２ 心血管疾患の医療体制 

急性心筋梗塞の医療提供体制は、次に示す図のとおりです。 

急性期、回復期、再発予防期の経過に応じてそれぞれの医療機能が医療機関等に求められるとと 

  もに、これらの医療機能を担う医療機関等相互の連携の推進により、地域において切れ目のない 

  医療の提供を図ります。 

 

心血管疾患医療連携体制のイメージ 

 

 

３ 二次医療圏相互の連携体制 

（１）医療資源、患者の受療動向 

○ 急性心筋梗塞に対応可能な病院等の医療資源について、すべての医療圏で 24 時間心臓カテー

テルによる治療が実施可能な体制があります。ただし、専門医の不足等により、医療圏内で十分

に対応できない状況となる場合もあります。 

○ 心大血管疾患リハビリテーション及び回復期・再発予防期の医療資源については、木曽医療圏

と大北医療圏でほかの医療圏との間で地域差があります。 

○ 患者の受療動向について見ると、木曽医療圏にあっては、松本医療圏及び岐阜県の医療圏、 

 大北医療圏にあっては、隣接する松本医療圏の医療機関における受療が多い状況です。 

 

（２）連携体制 

  ○ ほかの医療圏との間で地域差がある、木曽医療圏及び大北医療圏にあっては、松本医療圏と 

   連携した医療提供体制を推進します。 

○ 大動脈解離等の治療については、ＣＣＵ（冠疾患集中治療室）が整備されている三医療圏等と

そのほかの医療圏が連携した医療提供体制を目指します。 
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１ 目指すべき方向 

（１）早期受診を促す体制づくり 

 ○ 糖尿病の診断及び生活習慣等の指導の実施が可能な医療体制を目指します。 

 ○ 良好な血糖コントロールを目指した治療の実施が可能な医療体制を目指します。 
 

（２）重症化予防への取組み 

 ○ 教育入院等による、様々な職種の連携によるチーム医療の実施が可能な医療体制を目指します。 

 ○ 急性増悪時の治療の実施が可能な医療体制を目指します。 
 

（３）医療連携体制の構築支援 

 ○ 糖尿病の慢性合併症の治療が可能な医療体制を目指します。 

  ○ 慢性合併症の重症化予防を推進し、人工透析等への移行の防止を目指します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

糖尿病対策 

資料 3-10  

目指すべき方向と医療連携体制 

平成 29年８月 28日 

第３回がん・生活習慣病対策・歯科・医薬ＷＧ会議資料（抜粋） 
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２ 糖尿病の医療体制 

  ○ 糖尿病の医療体制は、次に示す図のとおりです。 

    初期・安定期治療、専門治療、急性増悪治療、慢性合併症治療について、それぞれの医療機能が 

     医療機関等に求められるとともに、これらの医療機能を担う医療機関等相互の連携の推進により、 

     一人ひとりの患者さんにふさわしい医療の提供を図ります。 

 

３ 二次医療圏相互の連携体制 

（１）患者の受療動向 

○ 患者の受療動向について見ると、上小医療圏は、佐久医療圏の医療機関における受療、木曽、 

  大北医療圏は松本医療圏の医療機関における受療が多い状況です。 

（２）連携体制 

○ 患者の受療動向から、上小医療圏は佐久医療圏との、木曽、大北医療圏は松本医療圏との連携 

 医療提供体制を推進します。 
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１ 目指すべき方向 

（１）多様な精神疾患に対応できる医療連携体制の構築 

○ 多様な精神疾患等ごとに患者の状況に応じた適切で質の高い精神科医療を提供できる体制を

強化します。 

○ 多様な精神疾患等ごとに病院、診療所、訪問看護ステーション等の役割分担を整理し、相互の

連携を推進します。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障

害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指します。 

○ 障がい害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機

関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を強化し

ます。 

 

 

２ 精神疾患の医療体制 

○ 精神疾患は、症状が多様であるとともに自覚しにくいという特徴があるため、症状が比較的軽

いうちには精神科医療機関を受診せず、症状が重くなり入院治療が必要となって初めて精神科医

療機関を受診するという場合が少なくありません。 

このため、患者ができるだけ早期に受診し、多様な疾患等ごとに適切な精神科医療を受療でき

るよう、医療機関に求められる医療機能を明確化し、役割分担や相互の連携を推進するとともに、

患者本位の医療を実現していきます。 

  ○ 医療サービスを県民に適正かつ効率的に提供していくため、精神疾患においては、東信、南信、

中信、北信の４医療圏を設定し、精神医療圏相互の連携体制を強化していきます。 

精神疾患対策 

目指すべき方向と医療連携体制 

平成 29年９月１日 

第３回精神疾患ＷＧ会議資料（抜粋） 

資料 3-11 
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（１）医療機能の内容 

医療機能 役    割 求 め ら れ る 要 件 

県連携拠点
機能 

・医療連携の県拠点 
・情報収集発信の県拠点 
・人材育成の県拠点 
・地域連携拠点機能の支援 

・地域連携会議の運営 
・県民・患者への積極的な情報発信 
・専門職に対する研修プログラムの提供 
・地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相
談への対応、難治性精神疾患・処遇困難事例の
受入対応 

地域連携拠
点機能 

・医療連携の地域拠点 
・情報収集発信の地域拠点 
・人材育成の地域拠点 
・地域精神科医療提供機能の 
支援 

・地域連携会議の運営支援 
・地域・患者への積極的な情報発信 
・多職種による研修の企画・実施 
・地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの
個別相談への対応、難治性精神疾患・処遇困難
事例の受入対応 

地域精神科
医療提供機
能 
 
※地域連携 
拠点機能、 
県連携拠 
点機能に 
共通 

・患者本位の精神科医療の提供 
・多職種協働による支援の提供 
・地域の保健医療福祉介護の関 
係機関との連携・協力 

・患者の状況に応じた適切な精神科医療の提供、
精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体
制の確保 

・精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神
保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種による
チームによる支援 

・医療機関、障害福祉サービス事業所、相談支援
事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援セ
ンター等と連携した生活の場に必要な支援 

（２）精神疾患の医療連携体制 

多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制として目指すべき方向を図示すると、以下のとおり

のイメージとなります。 

多様な精神疾患等ごとに患者本位の医療を提供できるよう、精神医療圏ごとの医療関係者等によ

る協議の場において、圏域内のあるべき地域精神科医療連携体制について協議し、特に、圏域内の

病院・病院間連携及び病院・診療所連携の深化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談・受診 連携

個別相談への対応・難治性精神疾患等の受入対応

連携会議・情報発信・人材養成（研修）

患 者

保健福祉事務所

精神保健福祉センター

市町村

精神科救急

情報センター

県連携拠点機能を担う医療機関

地域連携拠点機能を担う医療機関

連携拠点機能を有さない病院

診 療 所

訪問看護ステーション

障害福祉

介 護

住 ま い

社会参加

（就労）

助け合い

教 育

相談窓口

その他の医療機関

（身体合併症の一部）

精神疾患の医療体制のイメージ

精神科救急

輪番型 18病院

常時対応型 １病院
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３ 精神医療圏相互の連携体制 

○ 精神科病院は精神医療圏ごとに複数確保されています。精神科救急については、概ね精神医療

圏内で受療されています。 

○ 認知症疾患医療センターは、東信（佐久）、中信（大北）、南信（飯伊）の３医療圏に整備され

ています。 

○ 引き続き、４つの精神医療圏の相互連携による医療提供体制を推進します。 
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